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IUPK-OP 鉱業会社がVAT徴収役に正式に任命 

 

2018年12月19日、財務大臣は、鉱物産業における特定の鉱業会社を付加価値税

（VAT）徴収業者として任命する規則 No.166/PMK.03/2018（以下「PMK-166」）を

公布しました。VAT徴収役は、VAT課税対象事業者（ベンダー）からの購入に課税さ

れるVAT及び/又は奢侈品販売税（LST）を、当該ベンダーではなく、直接、政府に納

付する納税者を指します。VAT徴収役は、現在、国庫、国営企業（Badan Usaha 

Milik Negara/BUMN）及びその一部の子会社、並びに石油・ガスセクターにおける

生産分与契約会社が担っています。 

 

政府規則2018年第37号（詳細は、PwC Energy, Utilities & Resources NewsFlash 

No.64/2018をご参照ください）で規定されるとおり、各種の鉱業採掘権に対する具体

的な課税規則が明確化されました。これには、2019年12月31日までに発行され、か

つ「活動中」（active）の作業契約（CoW）の変更に起因する「生産運営」に関する特別

鉱業営業許可証（ライセンス）（Izin Usaha Pertambangan Khusus Operasi 

Produksi/IUPK-OP）に該当する鉱物採掘会社（鉱業会社）に対する特別ライセンス

も含まれます。 

 

IUPK-OPは、通常、State Reserve Area（国家保護地域）内にて所在する、様々な段

階の運営及び生産に対して付与される鉱業ライセンスを指します（即ち、実際の鉱業

だけでなく、建設、加工及び/又は精製、輸送及び販売も含む）。 

 

PMK-166では、その他のほぼ全てのVAT徴収役と類似するコンプライアンス制度を

以下のとおり規定しています: 

a) VAT及び/又はLST適用税率は現行の税法に従う。 

b) ベンダーは全ての取引に際してVATインボイスを作成し、これを自身の月次

VAT申告書にて報告しなければならない。 

c) IUPK-OPホルダーはそのVAT及び/又はLSTを翌月15日までに納付し、これを

自身の月次VAT申告書にて報告しなければならない。 

 

VAT徴収役の義務は以下の項目には適用されません: 

a) 価値が最大で1000万ルピア（VAT及び/又はLSTを含む）の支払いのうち、全額

が支払われたもの 

b) VATが徴収されない又は免除される物品又はサービスに対する支払い 

c) Pertaminaからの石油及び非石油燃料の購入に対する支払い 
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d) 電話代の支払い 

e) 航空会社が提供する空輸サービスに対する支払い、及び/又は 

f) VAT及び/又はLSTの課税対象ではない物品又はサービスの使用に対するそ

の他の支払い 

これらのケースにおいて、ベンダーがVAT及び/又はLSTをIUPK-OPホルダーから徴

収する場合、標準的なVAT制度が適用されます。 

 
 

遠隔地において提供されるBIKに関するアップデート 
 

現在の規定では、遠隔地において提供される現物支給（BIK）は、雇用主にとって損

金算入費用として処理され、従業員には課税されません。遠隔地に所在する企業は

国税総局（DGT）に申請書を提出し、その所在地が実際に遠隔地に所在することを証

明しなければなりません。 

 

財務大臣は、IUPK-OPホルダーに関する具体的規定を追加した規則 No.167/ 

PMK .03/2018（以下「PMK-167」）を公布しました。当該規則は2018年12月19日に

公布され、同日付けで発効しました。IUPK-OPホルダーの遠隔地認定は10年間有効

であり、再度10年間延長することができます。このタイムラインは、非IUPK-OPホル

ダーの標準的有効期間（最大で10年間（即ち、当初の5年間、及び再度の5年間の延

長））と比較すると優遇されています。 

 

IUPK-OPは、「活動中」のCoWの変更により生じる、並びにCoWには契約期間中に

おけるBIKの控除適用の条項を含む、という条件を満たさなければなりません。 

 

PMK-167は、従来の財務大臣規則 No.83/PMK.03/2009（以下「PMK-83」）を撤廃

し、以下の経過規定を設けています: 

a) PMK-83で認可された遠隔地認定は、その有効期間終了日まで継続して効力を

有する。 

b) 2018年12月19日より前にDGTに提出された遠隔地認定申請のうち、まだ決定

が下されていないものについてはPMK-167に基づき処理される。 

 
 

インドネシア税務居住者を対象とした居住者証明書（Certificate of 

Domicile）のアップデート 
 

2018年12月14日、DGTは、インドネシア税務居住者に関する新たな居住者証明書

（Certificate of Domicile（CoD））について規定する、国税総局長官規則 No.PER-

28/PJ/2018（以下「PER-28」）を公布しました。PER-28は2019年2月1日より効力を

生じ、従来の国税総局長官規則 No.PER-08/PJ/2017（以下「PER-08」）は撤廃され

ます。 

 

CoDを取得するためには、インドネシア税務居住者は専用のDGT電子システムを通

じて申請しなければなりません（従来は、非電子的な方法で申請）。CoD申請は、以

下について申請が可能です: 

a) インドネシア税務居住者が直近の年次所得税申告書（AITR）を提出した当会計

年度又は課税期間、又は 

b) インドネシア税務居住者がAITRを提出した年度について、時効が成立していな

い過去会計年度 

 

インドネシア税務居住者がAITR提出義務を免除されている場合、当該納税者はか

かるステータスを確認する旨の声明書を提出し、これにより、AITRの提出要件を満た

したことと同等とみなされます。DGTは、CoD申請に不備がなければ、その受理を受

けて、電子フォーマットによるCoDを発行します。 
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DGT電子システムに不具合がある場合、インドネシア税務居住者は、その登記地の

所轄税務署に赴いてCoD申請書を提出することができます。CoD申請書に不備がな

ければ、申請を受理した税務署がその受理の日から5営業日以内に決定書を発行し

ます。 
 

CoDの書式には変更はありません。インドネシア税務居住者は依然として、インドネ

シアにおける居住を証明するための書類の一部として、オフショア・カウンターパート

（海外連絡先）の情報を提供する必要があります。電子フォーマットによるCoDは、発

行された年の12月31日まで有効です。 
 

PER-28では単一のCoDフォーマットを規定しており、オフショア・カウンターパートの

情報の記載が不要であるインドネシア銀行、資本市場、保険、年金基金、リース、及

びその他金融機関（以下「金融サービス」と総称する）を対象とする個別のCoDテンプ

レートについては規定されていません。従って、これらの金融サービスも今後は新規

のCoDフォーマットを使用して、その有効期間に従うことになります。従来、金融サー

ビスを対象とした個別CoDは、その発行日から36ヶ月間有効でした。 

 

現行規定と類似して、電子CoDを取得するインドネシア税務居住者は、オフショア課

税当局により要求される可能性のある個別CoDに該当する特別フォーム（書式）の認

可を申請することができます。DGTは当該申請を5営業日以内に処理します。 
 

インドネシア税務居住者は、当初の申請書類に不備があり、その受理が却下された

場合、電子CoDと特別フォーム申請書を再提出することができます。 

 

PER-28では以下の経過規定を設けています: 

a) 2019年2月1日より前に提出された全てのCoD及び特別フォーム申請書は、

PER-08に基づき判断される。  

b) PER-08に基づき有効であるCoDと特別フォームは、その有効期間の終了日ま

で継続して効力を有する（金融サービスを対象とする個別CoDを含む）。 
 
 

インドネシア – セルビア租税条約が発効 
 

インドネシアとセルビアとの租税条約が2011年2月28日に署名され、インドネシアに

おいて2018年9月17日、大統領規則2018年第75号が公布され、当該租税条約がイ

ンドネシア国内で批准されました。2018年12月13日、インドネシアから外交文書がセ

ルビアに送達され、当該租税条約は発効しました。当該租税条約は、2019年1月1日

以降に支払われた又は控除された所得に影響します。 
 

当該租税条約では、配当は15%の税率で課税されることが規定されています。利息

及びロイヤリティはそれぞれ10%及び15%を上限として課税されます。かかる所得の

受益者のみが当該租税条約恩典の適用を認められる当事者としてみなされます。 
 

支店利益税は15%の税率で課税されます。当該税率は、石油及びガスセクターにお

ける生産分与契約には適用されず、また、これらの産業における政府機関や国営企

業にも適用されません。 
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